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資料３－５法人建物調査に係る調査事項の新旧対照表

平成２０年法人建物調査調査票 平成１５年法人建物調査調査票 理由等
調査票Ａ４横票、電子調査票形式 調査票Ａ４縦票 ・電子調査票を電子データによる提出も可能と

するため記入しやすいよう調査票のレイアウト
を変更した。

・調査実施年に変更した。

・電子調査票を電子データによる提出も可能と
するため、従来の該当する番号に○を付す方式
から、記入欄に該当する番号を記入する方式に
変更し、記入欄以外については、誤記入のない
よう網掛けを施した。

・被調査者には記入上の留意点等を記載した 調「
査票の記入について」を同封するが、名称を改
めた。

・調査実施年に合わせ返送年月日を変更した。
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Ⅰ 貴法人について Ⅰ 貴法人について ・回答が容易に判明できるよう誘導の矢印を設
２ 所有する建物の有無 ２ 所有する建物の有無 けた。
Ⅱ 所有している建物について Ⅱ 所有している建物について

・調査実施年を変更した。

・記入する対象を紛れのないようにした。

・放送業について、放送施設用地の範囲の変更
に伴い説明（送信所、中継所のみに限定）を加
えた。構築物の付属建物等は、件数は多い一方
で、床面積、資産額共に小規模であると想定さ
れることから、被調査者負担軽減の観点から調
査対象外としている。しかしながら、放送業の
本社ビル、スタジオなどは立派な建物として存
在しており、調査の趣旨からすれば把握すべき
対象であることから、調査対象に含めることと
し、送信所、中継所のみに限定した。
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